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この事例はフィクションです。





今回のテーマ ：嫌なことは、すべてハラスメント？








コンプライアンス便り　Vol.83





2019年8月号　　





ある日、Aさんは、廊下ですれ違った男性の強すぎる香水の臭いを「スメハラだ」と思った。


翌日、冷房を入れていたオフィスで、Aさんは「こんなに寒すぎる部屋で仕事をさせるなんてハラスメントだ」とつぶやいた。


次の日には、Aさんが作成した書類に対して、同僚が、今日中に修正をしてほしいと依頼してきた。その日は早く退社したかったAさん。Aさんは、依頼を断るために「パワハラでは？」と同僚に言って牽制した。それを見ていたB課長は、「Aさん、今のはパワハラじゃない。嫌なことだからって、何でもハラスメントだと決めつけてはだめだよ。話せばわかることもあるんだから」と注意した。それを聞いたAさんは、確かに自分の思い込みかもしれないと、気づいた。





「嫌なことはすべてハラスメント」と決めつけてはいけません。�お互いに話し合うことで解決できることもあります。





ハラスメントは相手の心身を深く傷つけるものであり、職場からなくさなければなりません。だからといって、「嫌なことはすべてハラスメント」と思い込むのは誤りです。今回は「ハラスメント」について学びましょう。





●●株式会社　コンプライアンス推進部





クイズの答え：パワーハラスメント（パワハラ）


パワハラは「職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによりその雇用する労働者の就業環境が害されること」と定められ、会社は適切に対応するために必要な体制の整備が義務付けられました。





コンプライアンスホットライン


TEL：03-XXXX-XXXX　　E-mail：hotline@xxxx.co.jp





様々なハラスメントは、意図的な「嫌がらせ」の場合もありますが、相互のコミュニケーション不足による場合もあります。嫌だと感じることがあったとしても、それがすべてハラスメント（嫌がらせ）だとは限りません。お互いの意見を持ち寄れば、納得のいく解決策が見つかるかもしれません。もし、相手が相談に応じてくれない、拒否しても嫌がらせが止まらない、といったことがあれば、それは本当にハラスメントの可能性があります。上司や同僚などに相談してください。





[ 編集後記 ]








事例から学べること





もっと学ぼう！　コンプライアンスクイズ





近年、「セクハラ」「パワハラ」「マタハラ」「スメハラ」など、様々なハラスメントに関する言葉を聞くようになりました。そして、コンプライアンスに対する取り組みが進むにつれ、「これもハラスメントではないか」として、次々に「〇〇ハラ」といった言葉が作られています。今まで我慢していた行為が問題視され、職場がそれを意識し、改善の方向に向かうのは良いことです。しかし、何か嫌なことがあったからといって、すぐに「ハラスメントだ」と決めつけてはいけません。


確かにハラスメントは相手を不快にさせたり、心を傷つけたりするものです。しかし、「不快だからハラスメントだ」というのは誤りです。何でもハラスメントだと主張しているだけでは、職場環境は良くなりません。相手に悪意がないのなら、話し合って解決すべきです。


例えば、今回の「冷房が効きすぎている」とAさんが感じた場面では、Aさんに対して嫌がらせをしている訳ではありません。「寒いので、少し冷房を弱めてもいいですか？」と周囲に話せば、解決できます。また、「同僚から書類の修正を依頼された」場面も同様です。「パワハラでは？」などと決めつけて、相手を牽制するのではなく、まず、修正内容や修正量を確認すべきです。そうすれば、すぐに修正が可能なのか、あるいは他の人にも手伝ってもらう必要があるのか、退社時間に間に合うかなどがわかります。これは、嫌なことがあったときに「我慢をする」ということとは違います。不快なことを何でも「ハラスメントだ」と結論づけるよりも、理由や原因、相手の言い分などを確認する習慣を持つべきなのです。





2019年5月に、労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法などが改正となり、あるハラスメントについて、防止策をとることが企業に義務付けられることが決まりました。それはどんなハラスメントでしょうか？


※解答はこのページの下部にあります。









